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南 相 馬 市 災 害 時 にお け る 相 互 支 援 に関 す る 条 例 を こ こに 公 布 す る 。 

  平成２５年 ３月２ ７日  

                南相 馬市長  桜 井  勝 延  

 

南相 馬市条例第 ２０号  

南 相馬市 災害時におけ る相互支援 に関す る条例  

（ 目的）  

第 １条  こ の条例は、 法令に定め るもの のほか、災 害時に おける 市

区 町村間の相 互の支援 （以下「相 互支援 」という。 ）に関 する基

本 的事項を定 めること により、災 害から 市民の生命 、身体 及び財

産 を保護する とともに 、被災した 市区町 村に対する 支援を 迅速か

つ 円滑に実施 できる体 制を整備す ること を目的とす る。  

（ 定義）  

第 ２条  こ の条例にお いて、次の 各号に 掲げる用語 の意義 は、そ れ

ぞ れ当該各号 に定める ところによ る。  

⑴  災害  災害 対策基 本法（昭和 ３６年 法律第２２ ３号） 第２条

第 １号 に規定する災害 及び原子力 災害対 策特別措置 法（平 成１

１ 年法 律第１５６号） 第２条第１ 号に規 定する原子 力災害 をい

う 。  

⑵  市民  市内 に居住 する者、市 内で働 き、又は学 ぶ者及 び市内

に 事務 所を有する個人 又は法人そ の他の 団体をいう 。  

（ 相互支 援の推進）  

第 ３条  市 長は、相互 支援が円滑 に実施 されるよう にする ため、 市

が 他の市区町 村からの 支援を受け る場合 及び市が他 の市区 町村へ

の 支援を行う 場合の具 体的な方策 につい て、あらか じめ定 めるも

の とする。  

２  市長は 、相互支援 に関する必 要な事 項を定めた 協定を 締結す る

市 区町村の確 保に努め るものとす る。  

３  市長は 、災害時の 円滑な連携 を図る ため、前項 の協定 を締結 し

た 市区町村（ 以下「協 定先自治体 」とい う。）との 交流の 促進に

努 めるものと する。  

（ 災害時 の支援の要請 ）  

第 ４条  市 長は、市の 区域におい て災害 が発生し、 市民の 生命、 身

体 及び財産を 保護する ため市独自 では十 分な応急措 置が実 施でき
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な いと判断し たときは 、協定先自 治体に 対し支援を 要請す るもの

と する。  

（ 協定先 自治体への支 援）  

第 ５条  市 長は、協定 先自治体に おいて 災害が発生 し、当 該協定 先

自 治体から支 援の要請 を受けたと きは、 特段の事情 がある 場合を

除 き、次に掲 げる支援 を行うもの とする 。  

⑴  食料 や水などの生 活必需品の 提供  

⑵  防災 資機材等の提 供又は貸与  

⑶  物資 及び防災資機 材等の輸送  

⑷  被災 者の一時受入 れ  

⑸  災害 応急対策等に 従事する職 員の派 遣  

⑹  その 他市長が特に 必要と認め る支援  

２  市長は 、前項の支 援を行うと きは、 被災した協 定先自 治体の 負

担 を軽減する ため、主 体的に、被 災状況 及び必要な 支援に ついて

把 握するよう 努めるも のとする。  

（ 他の協 定先自治体と の連携）  

第 ６条  市 長は、前条 第１項の支 援を行 うときは、 被災し た協定 先

自 治体以外の 他の協定 先自治体に 対し、 市と連携し た支援 を行う

こ とを要請す ることが できる。  

２  市長は 、前項の規 定による要 請に応 じた協定先 自治体 に対し 、

支 援の内容、 規模等に ついて必要 な調整 をしなけれ ばならない。  

３  市長は 、協定先自 治体から、 当該協 定先自治体 が協定 の締結 等

を している市 区町村が 被災し、こ れに対 し連携した 支援の 要請を

受 けたときは 、当該要 請を行った 協定先 自治体との 協議に より必

要 な支援を行 うことが できる。  

（ 費用の 支弁及び負担 ）  

第 ７条  市 は、第５条 第１項の支 援を行 うときは、 当該支 援に要 す

る 費用を支弁 するもの とする。こ の場合 において、 市は、 法令に

よ り負担区分 が定めら れているも のを除 き、被災し た協定 先自治

体 と協議の上 、当該支 弁した費用 を負担 することが できる 。  

２  市 は、 前条第 １項の 規定 により 連携し た支 援を要 請した とき は、

法 令により負 担区分が 定められて いるも のを除き、 当該要 請に応

じ た協定先自 治体と協 議の上、当 該協定 先自治体が 支弁し た費用

を 負担するこ とができ る。この場 合にお いて、市は 、被災 した協
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定 先自治体と 協議の上 、当該被災 した協 定先自治体 に対し 、市が

負 担した費用 の負担を 求めること ができ る。  

３  市は、 前条第３項 の規定によ り連携 した支援の 要請に 応じて 支

援 を行うとき は、当該 支援に要す る費用 を支弁する ものと する。

こ の場合にお いて、市 は、法令に より負 担区分が定 められ ている

も のを除き、 当該支援 を要請した 協定先 自治体と協 議の上 、当該

支 弁した費用 を負担す ることがで きる。  

（ 市民の 支援活動に対 する援助）  

第 ８条  市 長は、市民 が協定先自 治体等 の被災者を 支援す る活動 を

行 うときは、 当該市民 に対して必 要な援 助を行うこ とができる。  

（ 委任）  

第 ９条  こ の条例の施 行に関し必 要な事 項は、市長 が別に定める。  

附  則  

こ の条例 は、公布の日 から施行す る。  


